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を使用していないものは、評価しない。

第４号様式(2)－②

　［施工体制確認型総合評価方式（標準型）］

入　札　説　明　書

　沖縄県北部医療組合一般競争入札公告第２号の「公立沖縄北部医療センター新築工事（建築）」
に係る総合評価方式に基づく落札者決定基準及び申請書等の作成方法については、この入札説明書
によるものとする。
　なお、この入札説明書に記載のない事項については、沖縄県土木建築部の「総合評価方式の運
用」を参照すること。

１　総合評価方式に係る落札者決定基準

(1) 　評価項目、評価基準及び得点配分

7.5

各工程の工期が適切 0.0

　施工計画について（加算点）

評価細目 評価基準 点数 配点

工程管理に係わる技術的所見

各工程の工期が適切であり、工程管理に工夫が見られ、工期に余裕があ
る 15.0

/15.0
各工程の工期が適切であり、工程管理に工夫が見られる

建築等の主要工種について工程を記載し、技術的所見についても記入する。

本件では、山留工事（ｼｰﾄﾊﾟｲﾙ､切梁､構台）、杭工事（場所打ち杭）、免震工事（ﾋﾟｯﾄ､基礎､擁壁）、

屋上ﾍﾘﾎﾟｰﾄ工事（鉄骨造､ｱﾙﾐﾃﾞｯｷHP）、昇降機設備工事等を含んでいる。

受電開始は令和10年1月を予定している。

/15.0課題への対応が現地の環境条件を踏まえて的確に図られ、工夫が見られ
る 7.5

課題への対応が現地の環境条件を踏まえており的確 0.0

工程管理に係わる技術的所見

施工上の課題に対する技術的所
見

課題への対応が現地の環境条件（地形、地質、環境、地域特性等）を踏
まえて的確に図られ、優れた工夫が見られる 15.0

本件では、別記様式４-１を含めて、Ａ４、３枚以内とする。４枚目以降は評価しない。

別記様式４-１を使用していないものは、評価しない。

施工上の課題に対する技術的所見

　本工事には「新築工事と並行して造成工事が行われ、敷地内に残土の仮置きを予定しており、利用可能な

スペース等に限りがある。」という課題があり、これに対する対応策を具体的に記載すること。

　なお、文字数の確認を行うため、沖縄県北部医療組合HPで配布している本工事の様式（別記様式４-２)
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　企業の能力等について（加算点）

評価細目 評価基準 点数 配点

優良建設業者表彰

沖縄県知事、国（局長、大臣官房官庁営繕部）の表彰実績あり　※１ 5.0

/5.0
沖縄県（知事以外）、国（局長、大臣官房官庁営繕部以外）の表彰実績
あり　※１ 3.0

なし 0.0

病院の施工実績

400床以上の病院の施工実績あり 10.0

/10.0300床以上の病院の施工実績あり 5.0
300床以上の病院の施工実績なし 0.0

労務費見積り尊重宣言

「労務費見積り尊重宣言」を決定・公表し、下請企業への見積り依頼に
際して労務費（労務賃金）を内訳明示する取組を誓約する 1.0

/1.0
上記以外 0.0

登録基幹技能者等の活用
配置する 1.0

/1.0
配置しない 0.0

地域内での拠点の有無

北部土木事務所管内に主たる営業所あり 3.0

/3.0
沖縄県内に主たる営業所あり 2.0
北部土木事務所管内に従たる営業所あり 1.0
上記以外 0.0

県内企業の下請活用

県内企業下請比率：　30％以上またはすべて自社施工（県内企業のみ） 3.0
/3.0

県内企業下請比率：　20％以上 30％未満 1.5

県内企業下請比率：　20％未満 0.0

近隣地域での施工実績
３件以上 2.0

/2.0１～２件 1.0
０件 0.0

若手・女性技術者の配置

若手・女性技術者を現場代理人（監理技術者または主任技術者を兼務し
ない者）又は担当技術者として配置する 3.0

/3.0
若手・女性技術者を現場代理人（監理技術者または主任技術者を兼務し
ない者）又は担当技術者として配置しない 0.0

社会資本維持活動の実績

活動実績２回以上あり 2.0
/2.0

活動実績１回あり 1.0

活動実績なし 0.0

この項目については、特定JVの代表者及び代表者以外の構成員の表彰も評価対象とする。
特定JV内で複数表彰がある場合も提出された1件のみを評価対象とする。なお、複数提出された場合は評価
の対象としない。

令和５年度受賞分については、令和８年７月31日公告工事までを評価対象とする。

※1　「国」は、大臣官房官庁営繕部、各地方整備局又は北海道開発局、沖縄総合事務局発注工事を評価対象

企業の施工実績（別記様式２）

本工事と同一工種の病院の施工実績を評価対象とする。

日本国内の病院新築工事を対象とする。

対象期間は、当該年度（公告日の属する年度）を含まない過去15年度当初(平成22年4月1日）から本工事の

申請書及び確認資料提出期限日までとする。

優良建設業者表彰（別記様式２）　

登録基幹技能者等の活用（別記様式６）

工事内容に適した職種の登録基幹技能者等を本工事に配置する場合に評価する。

令和６年度受賞分については、令和９年７月31日公告工事までを評価対象とする。

令和７年度受賞分については、令和７年８月１日公告工事から令和10年７月31日公告工事までを評価対象と

「国」は同一工種での表彰を評価対象とする。

表彰の対象部門は、（建築）とする。
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「労務費見積り尊重宣言」（別記様式６－３と宣言を公表したことが確認できる資料は併せて提出）

内訳明示する旨を記した誓約書（別記様式６-３）及び「労務費見積り尊重宣言」を公表したことが確認で
きる資料（指定様式なし）の確認により評価する。

宣言を公表したことが確認できる資料は、下記のＡ又はＢのいずれかで良いが、下請企業への見積り依頼に
際して労務費（労務賃金）を内訳明示する旨及び自社名を明示して宣言を公表していることが分かる資料と
すること。

その他、特記仕様書及び沖縄県「労務費見積り尊重宣言」促進モデル工事試行要領による。

地域内での拠点の有無（別記様式１－２）

地域内における営業所の所在地（建設業許可を受けた住所）を評価対象とする。

JVの場合、代表者の拠点を評価する。

近隣地域での施工実績（別記様式５）

Ａ　ホームページやアカウント無しで誰でも閲覧可能なＳＮＳ等において公表する。その場合、「掲載した
ページの写し」を提出すること。（実際にアクセスして閲覧可能か確認するため、写しには当該ＵＲＬも記
載すること。）

Ｂ　下請け企業等、社外の者が確認できるような場所（会社入口や廊下等）において、掲示することで公表
する。その場合、「実際の掲示環境写真及び掲示資料の写し」を提出すること。

全て自社施工を予定している元請企業の場合においても、上記を確認できれば評価する。

県内企業の下請活用（別記様式６）

県内企業（沖縄県内に主たる営業所がある企業）の下請比率（一次下請）を評価する。

社会資本維持活動の実績（別記様式９）

当該年度（公告日の属する年度）を含まない直近の１年度間の実績を評価対象とする。

活動場所については沖縄県内、県外を問わない。

沖縄県又は沖縄総合事務局における完成・引渡しが完了した工事のうち、本工事と同一工種（建築一式工
事）の施工実績を評価対象とする。

対象期間は、当該年度（公告日の属する年度）を含まない過去5年度当初（令和２年４月１日）から本工事

の申請書及び確認資料提出期限日までとする。

北部土木事務所管内で元請けとして施工した工事で、工事規模が2千5百万円以上の建築一式工事の中から、

代表的な工事を最大５件記載する。

若手・女性技術者の配置（別記様式６）　

元請会社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある若手技術者(本工事の申請書及び確認資料提出期限日時点に

おいて35歳未満）又は女性技術者の配置予定の有無を評価する。なお、３ヶ月以上の雇用関係にあることは

求めず、新採用等を考慮して評価する。
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配置予定技術者の資格・年数

１級建築施工管理技士、１級建築士（５年以上） 10.0

/10.0１級建築施工管理技士、１級建築士（３年以上５年未満） 5.0

１級建築施工管理技士、１級建築士（３年未満） 0.0

　技術者の能力等について（加算点）

評価細目 評価基準 点数 配点

優良技術者表彰

現在の企業での沖縄県知事、国（局長、大臣官房官庁営繕部）の表彰実
績あり※１ 5.0

/5.0

現在の企業での沖縄県（知事以外）、国（局長、大臣官房官庁営繕部以
外）の表彰実績あり※１ 3.0

現在の企業以外での沖縄県知事、国（局長、大臣官房官庁営繕部）の表
彰実績あり※１ 2.5

現在の企業以外での沖縄県（知事以外）、国（局長、大臣官房官庁営繕
部以外）の表彰実績あり※１

病院・大規模建築の施工経験

下記両方の役職経験ありの施工実績あり。（両方を満たす工事1件でも
可）
・200床以上の病院
・延べ床面積20,000㎡以上の建築物

10.0

/10.0

下記両方の役職経験なしの施工実績あり。（両方を満たす工事1件でも
可）
（片方のみ役職経験ありを含む）
・200床以上の病院
・延べ床面積20,000㎡以上の建築物
役職経験有り・下記のどちらか1つの施工実績あり。
・200床以上の病院
・延べ床面積20,000㎡以上の建築物

5.0

下記のどちらか1つの施工実績あり。
・100床以上の病院
・延べ床面積10,000㎡以上の建築物

2.5

上記以外 0.0

/5.0推奨単位の５割以上 推奨単位未満 2.5
推奨単位の５割未満 0.0

※1　「国」は、大臣官房官庁営繕部、各地方整備局又は北海道開発局、沖縄総合事務局発注工事を評価対象

1.5

なし 0.0

継続教育（ＣＰＤ）単位取得状
況

推奨単位以上 5.0

病院・大規模建築の施工経験（別記様式３、別記様式３－１、別記様式３－２、別記様式３－３）

本工事と同一工種（建築一式工事）の施工経験を対象とする。

日本国内の病院及び建築物の新築工事を対象とする。

対象期間は、当該年度（公告日の属する年度）を含まない過去15年度当初(平成22年4月1日）から本工事の

申請書及び確認資料提出期限日までとする。

JVの場合、代表者の配置予定技術者で評価する（別記様式３）。

配置予定技術者の資格・年数（別記様式３、別記様式３－１、別記様式３－２）

本工事の申請書及び確認資料提出期限日時点での資格保有年数を評価する。

JVの場合、代表者の配置予定技術者で評価する（別記様式３）。

JVの構成員の配置予定技術者については、別記様式３-１を提出すること。

技術者育成型試行工事で専任補助者を配置する場合は、別記様式３で配置する技術者に代えて、当該専任補

助者（別記様式３－２）で評価する。

JVの構成員の配置予定技術者については、別記様式３-１を提出すること。

技術者育成型試行工事で専任補助者を配置する場合は、別記様式３で配置する技術者に代えて、当該専任補

助者（別記様式３－２）で評価する。

配置予定技術者が対象期間中に出産・育児等の真にやむを得ない事情により休業を取得していた場合、原

則、休業期間に相当する期間を当該対象期間に加えるものとする（別記様式３-３）。
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(ｱ) 技術提案事項に対する技術的所見

◇ 工期内における工程調整の工夫や取組についての提案を求める。

◇ 公共建築工事標準仕様書（建築工事編）令和7年版を標準案とする。

◇ 有効と認められる提案の項目数により評定する。

◇

◇

◇

◇

令和５年度受賞分については、令和８年７月31日公告工事までを評価対象とする。

令和６年度受賞分については、令和９年７月31日公告工事までを評価対象とする。

令和７年度受賞分については、令和７年８月１日公告工事から令和10年７月31日公告工事までを評価対象とする。

優良技術者表彰（別記様式３、別記様式３－２）

JVの場合、代表者の配置予定技術者で評価する（別記様式３）。

「国」は同一工種での表彰を評価対象とする。

表彰の対象部門は、（建築）とする。

JVの場合、代表者の配置予定技術者で評価する（別記様式３）。

技術者育成型試行工事で専任補助者を配置する場合は、別記様式３で配置する技術者に代えて、当該専任補

助者（別記様式３－２）で評価する。

技術者育成型試行工事で専任補助者を配置する場合は、別記様式３で配置する技術者に代えて、当該専任補
助者（別記様式３－２）で評価する。

　企業の高度な技術力について（加算点）

評価内容 評価基準 点数 配点

継続教育（ＣＰＤ）単位取得状況（別記様式３、別記様式３－２）

本工事の申請書及び確認資料提出期限日から過去１年間に発行された単位取得状況で評価する。

単位取得証明書の証明期間の末日の日付が申請書及び確認資料提出期限日から直近の１年以内の日付であれ
ば評価対象とする。

「建設系CPD協議会」の加盟団体の他、（公財）建築技術教育普及センターによる単位取得状況も対象とす
る。

別記様式４-５-１を使用し、必要に応じて別記様式４-５-２を使用すること。

別記様式４-５-１、４-５-２を合わせてＡ４、２枚以内とする。３枚目以降は評価しない。

別記様式４-５-１、４-５-２を使用していないものは、評価しない。

提出された提案に対してヒアリングを実施することがある。ヒアリングを実施する場合は、日時・場所を連

絡する。配置予定技術者及び資料の説明が可能な者が必ず出席すること（最大２名）。

工期内における工程調整の工夫
や取組について

標準案より優れた提案が４項目以上 30.0

/30.0
標準案より優れた提案が２～３項目 15.0

標準案より優れた提案が１項目以下 0.0
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ア　審査

イ　低入札調査基準価格及び失格基準価格の算出方法

(ｱ)

(ｲ)

(2) 　施工体制の確認

　ただし、上記の額が、予定価格に10分9.2を乗じて得た額を超える場合にあっては10分の
9.2を乗じて得た額とし、予定価格に10分の7.5を乗じて得た額に満たない場合にあっては
10分の7.5を乗じて得た額

 失格基準価格

　＝（直接工事費×90％＋共通仮設費×80％＋現場管理費×80％＋一般管理費×30％）

２　申請書、確認資料及び証明資料の作成方法

(1) 申請書は、「別記様式１－１」及び「別記様式１－２」により作成すること。

　原則、予定価格の制限の範囲内の価格で入札をした者のうち、失格基準価格以上低入札調

査基準価格未満で入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）については、証明資料

による審査に加え、施工体制確認のための審査もあわせて行う。当該審査では、入札書、ヒ

アリング、追加資料及び工事費内訳書等をもとに、低価格入札者がどのように適切な施工体

制を構築し、それが入札説明書等に記載された要求要件を確実に実現できるかどうかについ

て確認する。

　失格基準価格未満の入札で入札を行った者については、契約内容に適合した履行が行われ

ないと判断し審査は行わず、失格とする。

　なお、審査（評価）方法については、総合評価方式の運用を参照すること。

 低入札調査基準価格

　＝（直接工事費×97％＋共通仮設費×90％＋現場管理費×90％＋一般管理費×68％）

(5) 証明資料は他様式と重複する場合でも添付を省略せず、各様式毎に提出することを原則とす

るが、「別記様式10付表」を添付することにより重複する証明資料の提出を省略できる。

(6) 「別記様式10付表」の添付がなく重複する証明資料が省略されている場合、該当する評価項

目が減点されることがある。

JV発注工事の場合は、「別記様式１－３」もあわせて作成すること。

(2) 申請書及び確認資料を提出する場合は、「別記様式１－１」を先頭に各書類にページを付す
こと。

(3) 確認資料は「別記様式２」から「別記様式９」の中から、必要に応じて作成すること。

(4) 申請書及び確認資料の内容を証明する資料（以下「証明資料」という。）は、開札後、発注

機関から提出を求められた場合にのみ提出すること。その際、「別記様式10」を表紙とし、

資料目次を記入して提出すること。
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